
　
　
　
　

第13期定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

　
　
　

株主資本等変動計算書
計算書類の個別注記表

　
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　株式会社イントラスト
　
　

計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきまして
は、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。
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株主資本等変動計算書
　

（自 平成
至 平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成29年４月１日 期首残高 1,026,979 813,548 813,548 216,929 216,929 2,057,457

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 3,891 3,891 3,891 7,782

剰 余 金 の 配 当 △132,514 △132,514 △132,514

当 期 純 利 益 508,729 508,729 508,729
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 3,891 3,891 3,891 376,215 376,215 383,997

平成30年３月31日 期末残高 1,030,870 817,439 817,439 593,144 593,144 2,441,455

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成29年４月１日 期首残高 302 302 837 2,058,597

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 7,782

剰 余 金 の 配 当 △132,514

当 期 純 利 益 508,729
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 199 199 △187 12

事業年度中の変動額合計 199 199 △187 384,010

平成30年３月31日 期末残高 502 502 649 2,442,607
　

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ その他有価証券
時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動
平均法により算定しております。）

（2）固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産 …………主として定率法を採用しております。
(リース資産を除く) 但し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ２～18年
車両運搬具 ５～６年
工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産 …………定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(３～５年)に基づいております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能性を勘案して、必
要と見込まれる金額を計上しております。

② 賞与引当金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。

③ 保証履行引当金……… 家賃保証の保証履行による損失に備えるため、当事
業年度末における将来の損失発生見込額を計上して
おります。
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（4）収益及び費用の計上基準
　保証事業における収益とこれに対応する費用については、契約期間にわたっ
て計上する方法によっております。

（5）その他
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　
３．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 267千円
短期金銭債務 7,207千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 49,170千円

（3）保証債務
家賃保証に係る保証極度相当額 235,428,359千円

４．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引高 73,881千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項
　

株式の種類 当 事 業 年 度
期首の株式数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 11,042,361株 11,103,161株 ― 22,145,522株
　
（注）１. 当社は平成30年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。
　 ２. 変動事由の概要

株式分割による増加 11,068,461株
新株予約権の権利行使による増加 34,700株

　
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額
　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

平成29年
５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 88,338 8.00 平成29年
３月31日

平成29年
６月８日

平成29年
10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 44,175 4.00 平成29年
９月30日

平成29年
12月11日

　
（注）当社は平成30年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行

っております。上記の１株当たり配当額は当該株式分割前の実際の配当額を記
載しております。

　

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と
なるもの
　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

平成30年
５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 66,436 3.00 平成30年
３月31日

平成30年
６月７日

　
（3）新株予約権等に関する事項
　

第３回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 216,600株

新株予約権の残高 1,083個
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
貸倒引当金 134,584
保証履行引当金 19,439
賞与引当金 12,611
資産除去債務 11,917
未払事業税 9,211
その他 6,116
繰延税金資産小計 193,881
評価性引当額 △165,992
繰延税金資産合計 27,888

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △221
資産除去債務に対応する除去費用 △7,499
繰延税金負債合計 △7,721
繰延税金資産純額 20,167
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社は、運転資金の大部分は自己資金で賄われておりますが、必要に応じ
て、金融機関からの借入れにより資金調達を行う方針であります。また、資
金運用については、基本的には短期的な預金等により、投融資を行う場合に
は経理規程に基づき適切な承認を得たのち、実行することとしております。
　

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金及び立替金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒さ
れております。また、投資有価証券は上場株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのすべてが１年以内の支払期日で
あり、支払期日に支払いを実行できないリスクに晒されております。

　
③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　売掛金については、販売管理規程に従い、取引先毎に取引開始時におけ
る与信調査、期日管理及び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　立替金については、保証審査規程を整備し、保証委託契約締結時に審査
部門において審査を行っております。また、発生した立替金については、
債権管理規程に従い、早期回収を図ると共に法的手続きによる信用コスト
の抑制に努めております。
　

ロ 市場リスクの管理
　投資有価証券については、四半期毎に時価を把握するとともに、市況等
を勘案し、必要に応じて保有状況の見直しを行っております。
　

ハ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作
成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管
理しております。
　

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合
には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当期の事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含め
ておりません(（注２）を参照ください。)。

（単位：千円）
　

貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 2,613,039 2,613,039 ―

② 売掛金 181,510 181,510 ―

③ 立替金 683,693

貸倒引当金（＊１） △439,530

244,163 244,163 ―

④ 投資有価証券 1,647 1,647 ―

資産計 3,040,359 3,040,359 ―

⑤ 買掛金 1,719 1,719 ―

⑥ 未払金 123,640 123,640 ―

⑦ 未払法人税等 152,647 152,647 ―

負債計 278,007 278,007 ―
　

（＊１）立替金に対する貸倒引当金を控除しております。
　
（注１） 金融商品の時価の算定方法
資 産
①現金及び預金、②売掛金及び③立替金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。
④投資有価証券
　投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっております。

負 債
⑤買掛金、⑥未払金及び⑦未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　保証債務契約については、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、時価の注記を省略しております。
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（注３） 金銭債権の事業年度末日後の償還予定額 （単位：千円）

　

１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 2,613,039 ― ― ―

売掛金 181,510 ― ― ―

立替金 683,693 ― ― ―

合計 3,478,243 ― ― ―

８．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 110円27銭
（2）１株当たり当期純利益金額 23円02銭
（注）当社は、平成30年３月１日付で、普通株式１株に対し２株の割合で株式分割
を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１
株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

　
11．その他の注記

該当事項はありません。
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